
様式 １　公表されるべき事項

日本年金機構（法人番号4011305001653）の役職員の報酬・給与等について（令和６年度）

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ② 令和６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和６年度における改定内容

当法人の役員報酬の支給基準は、国家公務員の指定職の給与、民間企業の役員の報酬及び機構の業務
実績等を考慮して定めることとしている。

また、年金記録問題に一定の目途がつくまでの間、役員報酬を減額する措置を実施している。

（参考）日本年金機構法第21条第2項及び第3項
2 機構は、役員に対する報酬等の支給の基準を定め、これを厚生労働大臣に届け出なければならない。

これを変更したときも、同様とする。
3 前項の報酬等の支給の基準は、国家公務員の給与、民間事業の役員の報酬等、機構の業務の実績、

第34条第2項第4号の人件費の見積りその他の事情を考慮して定められなければならない。

令和6年6月の勤勉手当については、その時点で直近の業績評価の結果（令和4年度）を踏まえ決定した割
合を乗じた額を支給した。

また、令和6年12月の勤勉手当については、その時点で直近の業績評価の結果（令和5年度）を踏まえ決
定した割合を乗じた額を支給した。

なお、当法人においては、平成22年1月の設立時より勤勉手当は、厚生労働大臣が行う業績評価の結果、
さらに個々の成績に応じて理事長が定める割合を乗じて得た額を支給している。

（参考）日本年金機構役員報酬規程第12条第2項
勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、第4項に規定する役員の在職期間による割合を乗じて得た額に、
厚生労働大臣が行う業績評価の結果を踏まえて理事長が決定する割合を乗じて得た額とする。

役員の報酬は、本俸、地域調整手当、通勤手当、住居手当、単身赴任手当、期末手当及び勤勉手当とし
ている。

日本年金機構役員報酬規程に則り、月額については本俸（964,000円）と地域調整手当、その他支給基
準を満たした諸手当を併せて支給している。

期末手当については、期末手当基礎額（本俸＋地域調整手当＋本俸×100分の25＋本俸及び地域調整
手当×100分の20）に6月に支給する場合においては100分の65を乗じ、12月に支給する場合においては
100分の67.5を乗じ、さらに基準日以前6ヶ月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じた
額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（本俸＋地域調整手当＋本俸×100分の25＋本俸及び地域調整
手当×100分の20）に基準日以前6ヶ月以内の期間におけるその者の在籍期間に応じた割合を乗じ、さらに
厚生労働大臣が行う業績評価の結果を踏まえて理事長が決定する割合を乗じた額としている。

なお、令和6年度では国家公務員指定職の改定に準拠して、ア．本俸月額の引上げ（12,000円）、イ．期
末手当及び勤勉手当の支給月数の引上げ（それぞれ年間0.025月分）を実施した。



理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

役員の報酬は、本俸、地域調整手当、通勤手当、住居手当、単身赴任手当、期末手当及び勤勉手当とし
ている。

日本年金機構役員報酬規程に則り、月額については本俸（726,000円～881,000円）と地域調整手当、そ
の他支給基準を満たした諸手当を併せて支給している。

期末手当については、期末手当基礎額（本俸＋地域調整手当＋本俸×100分の25＋本俸及び地域調整
手当×100分の20）に6月に支給する場合においては100分の65を乗じ、12月に支給する場合においては
100分の67.5を乗じ、さらに基準日以前6ヶ月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じた
額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（本俸＋地域調整手当＋本俸×100分の25＋本俸及び地域調整
手当×100分の20）に基準日以前6ヶ月以内の期間におけるその者の在籍期間に応じた割合を乗じ、さらに
厚生労働大臣が行う業績評価の結果を踏まえて理事長が決定する割合を乗じた額としている。

なお、令和6年度では国家公務員指定職の改定に準拠して、ア．本俸月額の引上げ（9,000円～11,000
円）、イ．期末手当及び勤勉手当の支給月数の引上げ（それぞれ年間0.025月分）を実施した。

非常勤役員の報酬は、非常勤役員手当及び通勤手当としている。
日本年金機構役員報酬規程に則り、非常勤役員手当は勤務1日につき34,700円（月の勤務が10日を超える

場合は347,000円を上限）としており、通勤手当は機構の業務に従事した日数に応じて支給している。

なお、令和6年度では国家公務員の委員、顧問、参与等の手当の改定に準拠して、勤務1日当たりの手当額
の引上げ（400円）を実施した。

役員の報酬は、本俸、地域調整手当、通勤手当、住居手当、単身赴任手当、期末手当及び勤勉手当とし
ている。

日本年金機構役員報酬規程に則り、月額については本俸（673,000円）と地域調整手当、その他支給基準
を満たした諸手当を併せて支給している。

期末手当については、期末手当基礎額（本俸＋地域調整手当＋本俸×100分の25＋本俸及び地域調整
手当×100分の20）に6月に支給する場合においては100分の65を乗じ、12月に支給する場合においては
100分の67.5を乗じ、さらに基準日以前6ヶ月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じた
額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（本俸＋地域調整手当＋本俸×100分の25＋本俸及び地域調整
手当×100分の20）に基準日以前6ヶ月以内の期間におけるその者の在籍期間に応じた割合を乗じ、さらに
厚生労働大臣が行う業績評価の結果を踏まえて理事長が決定する割合を乗じた額としている。

なお、令和6年度では国家公務員指定職の改定に準拠して、ア．本俸月額の引上げ（8,000円）、イ．期末
手当及び勤勉手当の支給月数の引上げ（それぞれ年間0.025月分）を実施した。

非常勤役員の報酬は、非常勤役員手当及び通勤手当としている。
日本年金機構役員報酬規程に則り、非常勤役員手当は勤務1日につき34,700円（月の勤務が10日を超える

場合は347,000円を上限）としており、通勤手当は機構の業務に従事した日数に応じて支給している。

なお、令和6年度では国家公務員の委員、顧問、参与等の手当の改定に準拠して、勤務1日当たりの手当額
の引上げ（400円）を実施した。



２　役員の報酬等の支給状況
令和６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,964 11,436 5,241 2,287 （　地域　）

千円 千円 千円 千円

17,860 10,451 5,133
2,090

186
（　地域　）
（　通勤　）

＊

千円 千円 千円 千円

15,957 9,249 4,707
1,850

151
（　地域　）
（　通勤　）

※

千円 千円 千円 千円

16,054 9,249 4,707
1,850

248
（　地域　）
（　通勤　）

※

千円 千円 千円 千円

16,164 9,249 4,885
1,850

180
（　地域　）
（　通勤　）

◇

千円 千円 千円 千円

15,790 9,249 4,528
1,850

163
（　地域　）
（　通勤　）

※

千円 千円 千円 千円

16,880 9,249 4,660
1850
521
600

（　地域　）
（　住居　）

（単身赴任）
※

千円 千円 千円 千円

15,713 9,249 4,504
1,850

110
（　地域　）
（　通勤　）

※

千円 千円 千円 千円

8,897 5,390 2,323
1,078

106
（　地域　）
（　通勤　）

10月31日 ◇

千円 千円 千円 千円

7,011 3,859 2,281
772
99

（　地域　）
（　通勤　）

11月1日 ◇

千円 千円 千円 千円

347 346 0 1 （　通勤　）

千円 千円 千円 千円

243 243 0 0 （　　　　　）

千円 千円 千円 千円

381 381 0 0 （　　　　　）

千円 千円 千円 千円

347 347 0 0 （　　　　　）

千円 千円 千円 千円

13,557 7,988 3,654
1598
317

（　地域　）
（　通勤　）

※

千円 千円 千円 千円

1,493 1,422 0 71 （　通勤　）

注１：「地域」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているものである。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

その他（内容）

A監事

B監事
（非常勤）

A法人の長

A理事

B理事

M理事
（非常勤）

前職

E理事

就任・退任の状況
役名

C理事

D理事

H理事

G理事

F理事

I理事

J理事
（非常勤）

K理事
（非常勤）

L理事
（非常勤）



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

当法人の役員報酬の支給基準は、国家公務員の指定職の給与、民間事業の役員の報酬及び機構
の業務実績等を考慮して定めることとしている。

ただし、当法人については、年金記録問題の現下の状況を踏まえ、年金記録問題に一定の目途が
付くまでの間は、役員報酬を減額することとしている。

当法人の役員報酬の支給基準は、国家公務員の指定職の給与、民間事業の役員の報酬及び機構
の業務実績等を考慮して定めることとしている。

ただし、当法人については、年金記録問題の現下の状況を踏まえ、年金記録問題に一定の目途が
付くまでの間は、役員報酬を減額することとしている。

当法人の役員報酬の支給基準は、国家公務員の指定職の給与、民間事業の役員の報酬及び機構
の業務実績等を考慮して定めることとしている。

当法人の役員報酬の支給基準は、国家公務員の指定職の給与、民間事業の役員の報酬及び機構
の業務実績等を考慮して定めることとしている。

ただし、当法人については、年金記録問題の現下の状況を踏まえ、年金記録問題に一定の目途が
付くまでの間は、役員報酬を減額することとしている。

当法人の役員報酬の支給基準は、国家公務員の指定職の給与、民間事業の役員の報酬及び機構
の業務実績等を考慮して定めることとしている。

当該法人の理事長をはじめとした役員の報酬の支給基準は、国家公務員の指定職の給与、民間事
業の役員の報酬及び機構の業務実績等を考慮して定められている。

また、年金記録問題に一定の目途がつくまでの間、役員報酬を減額する措置が実施されている。



４　役員の退職手当の支給状況（令和６年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

15,727 11 0 R5.12.31 1.2

千円 年 月

2,314 2 0 R5.12.31 1.2 ※

千円 年 月

2,314 2 0 R5.12.31 1.2 ※

千円 年 月

2,314 2 0 R5.12.31 1.2 ※

千円 年 月

4,994 6 0 R5.12.31 1.0 ※

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

日本年金機構の非常勤理事から構成する業績評価委員会における審議の結果、業績勘案率は1.0とさ
れた。
業績勘案率は、当理事の在任期間中における機構の評価結果から算出されている。

C監事

法人での在職期間

判断理由
日本年金機構の非常勤理事から構成する業績評価委員会における審議の結果、業績勘案率は1.2とさ
れた。
業績勘案率は、当理事の在任期間中における機構の評価結果から算出されている。

日本年金機構の非常勤理事から構成する業績評価委員会における審議の結果、業績勘案率は1.2とさ
れた。
業績勘案率は、当理事の在任期間中における機構の評価結果から算出されている。

日本年金機構の非常勤理事から構成する業績評価委員会における審議の結果、業績勘案率は1.2とさ
れた。
業績勘案率は、当理事の在任期間中における機構の評価結果から算出されている。

日本年金機構の非常勤理事から構成する業績評価委員会における審議の結果、業績勘案率は1.2とさ
れた。
業績勘案率は、当理事の在任期間中における機構の評価結果から算出されている。

B法人の長

P理事

N理事

O理事

B法人の長

N理事

O理事

P理事

C監事

当法人が導入している業績給の仕組み（勤勉手当に差を設ける）については、今後も継続する予定。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容

　④　 給与制度の令和６年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

当法人の職員給与の支給基準は、国家公務員の給与水準の動向や社会一般の情勢等を考慮して定めることとして
いる。

（参考）日本年金機構法第22条第2項及び第3項
2 機構は、職員の給与及び退職手当の支給の基準を定め、これを厚生労働大臣に届け出なければならない。

これを変更したときも、同様とする。
3 前項の給与及び退職手当の支給の基準は、機構の業務の実績を考慮し、かつ、社会一般の情勢に適合した

ものとなるように定められなければならない。

当法人においては、能力・実績本位の人材登用の観点から人事評価の結果を昇給・昇格に的確に反映し、年功によ
る昇格は排している。評価が悪い場合は、昇給しない、降給又は降格する仕組みを導入している。

また、管理職へ昇格させる者は、管理職登用試験を受け候補者名簿に登載された者等の中から登用している。
成果を上げた職員を適正に処遇し、職員のモチベーションを向上させるため、賞与に占める期末手当（固定分）の支

給割合を縮小し、人事評価が反映される勤勉手当（査定分）の支給割合を拡大している。

職員の給与は、日本年金機構職員給与規程に則り、基本給及び諸手当（職責手当、企画調整手当、地域調整手当、
広域異動手当、単身赴任手当、扶養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当、休日出勤手当及び深夜勤務手
当）、日本年金機構職員賞与規程に則り、期末手当、勤勉手当、業績手当及び新卒採用者一時金としている。

期末手当については、期末手当基礎額（基本給＋扶養手当＋地域調整手当＋広域異動手当＋役職等段階別加算
額＋管理職加算額）にその期ごとに定める割合を乗じ、さらに賞与対象期間におけるその者の在籍期間に応じた割合
を乗じた額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（基本給＋地域調整手当＋広域異動手当＋役職等段階別加算額＋管理職
加算額）にその期ごとに定める割合を乗じ、さらに賞与対象期間におけるその者の在籍期間に応じた割合を乗じた額と
している。

業績手当は、勤勉手当の予算の一部を利用し、事業実績の結果が高い拠点に勤務する職員に各期5千円程度を支
給している。

新卒採用者一時金は、期末手当及び勤勉手当の予算の一部を利用し、採用直後の賞与が支給されない新卒採用
者に一律の金額を支給している。

【令和6年4月1日施行】
・全国異動をする職員への負担や本部業務の特殊性を踏まえた制度の新設（企画調整手当、広域異動手当の新設）
・長期の全国異動者の経済的な負担軽減を目的とした制度見直し（単身赴任手当、住居手当の特例の見直し）

【令和6年10月1日施行】
・人材の安定的確保及び新卒採用活動における採用競争力強化が課題となっており、民間企業や国家公務員の支給
状況を踏まえ、採用直後の賞与が支給されない新卒採用者に対して一時金を支給する制度の導入

【令和7年2月1日施行】
・令和6年人事院勧告による見直し（ア．基本給月額の引上げ（国家公務員の改定額の範囲内（平均改定率3.0％））、イ．
期末手当及び勤勉手当の支給月数の引上げ（それぞれ年間0.05月分））



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

8,814 44.0 6,926 5,083 143 1,843
人 歳 千円 千円 千円 千円

8,814 44.0 6,926 5,083 143 1,843

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

416 62.9 4,371 3,324 154 1,047
人 歳 千円 千円 千円 千円

416 62.9 4,371 3,324 154 1,047

人 歳 千円 千円 千円 千円

5,383 53.3 3,260 2,485 114 775
人 歳 千円 千円 千円 千円

5,383 53.3 3,260 2,485 114 775

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再雇用職員を除く。

注２：「年間給与額」は、時間外手当を除く給与の額

非常勤職員

事務・技術

総額
人員

事務・技術

再雇用職員

在外職員

任期付職員

区分

事務・技術

常勤職員

うち賞与平均年齢
令和６年度の年間給与額（平均）

うち所定内



注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注２：「20-23歳」については該当がないため記載していない。

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

205 53.5 10,819

718 29.6 5,121

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

41.7 41.2 41.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

58.3 58.8 58.6

％ ％ ％

         最高～最低 64.0～43.1 64.4～43.2 64.2～44.9

％ ％ ％

50.1 51.5 50.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 49.9 48.5 49.1

％ ％ ％

         最高～最低 64.0～38.2 64.4～34.4 63.8～36.6

④

③

②

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

分布状況を示すグルー
プ

　代表的職位
　 ・本部部長・グループ長等
                    （M2・M3）
　 ・本部一般職群（S1・S2）

千円

区分

管理
職員

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員、任期付職員及び再雇用職員を除く。以下、④
まで同じ。〕

平均年齢
最高～最低

一般
職員

年間給与額

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

6,160～3,694

13,718～8,332

人員

賞与（令和６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）
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第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

千

人
千円



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　給与水準の妥当性の
　検証

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　　　94.7

国家公務員より低い水準である。

内容

・年齢・地域・学歴勘案　　　 96.5

・年齢勘案　　　　　　　 　　　94.9

・年齢・地域勘案　　　　　　　96.4

　引き続き、国家公務員の給与水準の動向や社会一般の情勢を踏まえ、必要に応じ、効
率化を図っていく。

 【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　100％】
（国からの財政支出額331,091百万円、支出予算の総額331,091百万円：令和６年度予算）
【累積欠損額0円（令和５年度決算）】
【管理職の割合31.5％（常勤職員数8,813名中2,779名）】
【大学卒以上の高学歴者の割合70％（常勤職員数8,813名中6,146名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合37％】
（支出総額297,686百万円、給与等支給総額108,835百万円：令和５年度決算）

（法人の検証結果）
　令和6年度における数値は、国家公務員よりも低い水準である。
　当法人は、国から委任・委託を受けて業務を行っているため、支出予算の総額に占める
国からの財政支出の割合は100％となっている。
　大学卒以上の高学歴者の割合は70％となっているが、国と比較し、学歴勘案の指数は
100を下回っている状態である。
　また、令和5年度決算における支出総額に占める給与・報酬等支出総額の割合は、37％
となっているが、給与水準が国と比べて低いことから、直ちに国の財政支出を増加させるこ
とにつながるものではないと考えられる。

〇比較対象職員の状況
・事務・技術
　対国家公務員指数の対象は、2①表（職種別支給状況）の常勤職員8,814人から60歳以上の1名を除いた8,813人

（主務大臣の検証結果）
  国家公務員より低い水準となっている。

項目

(扶養親族がいない場合）
○ 22歳（大学卒初任給）

月額 220,000円 年間給与 3,639,000円
○ 35歳（本部一般職）

月額 329,840円 年間給与 5,433,000円
○ 50歳（本部管理職）

月額 539,680円 年間給与 8,702,000円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円（G1級は3,500円）、子1人につき10,000円）を支給

年功序列を排した能力・実績本位の人材登用や給与体系の確立、人事評価に基づく賞与及び昇給の査定幅の拡
大など、成果を上げた職員を適正に処遇するため、今後も引き続き行っていく予定である。



Ⅲ　総人件費について

令和5年度 令和6年度

千円 千円 千円 ％

(A)
千円 千円 千円 ％

(Ｂ)
千円 千円 千円 ％

(Ｃ)
千円 千円 千円 ％

(Ｄ)
千円 千円 千円 ％

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　定年制度及び60歳以上の職員の給与制度

Ⅴ　その他

最広義人件費

非常勤役職員等給与
1,121,388 1,038,245 △83,143 △7.4

3,910,570

549,695 9.1

18,125,30818,048,288 77,020 0.4

134,014,236

退職手当支給額
6,010,420 6,560,115

福利厚生費

区　　分

給与、報酬等支給総額
108,834,140 112,201,138 3,366,998 3.1

2.9137,924,806

比較増減△減

職員の定年年齢は60歳である。

退職手当について、令和5年度末に定年退職した正規職員数が令和4年度末と比較して増加している。

「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日 閣議決定）に基づき、平成30年2月に役
員退職手当規程を改正した。役員に関して退職者一律で平成30年1月1日から調整率83.7/100を適用している。

当機構については、政府の社会保険庁改革の一環として、閣議決定された「日本年金機構の当面の業務運営
に関する基本方針」において、当面の業務に必要な人員がすでに決定されていることから、総人件費改革の削
減対象法人とはされていない。

特になし。


